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青森県県土整備部土木工事積算業務委託実施要領 

  

（趣旨） 

第１条 この要領は、青森県が発注する土木工事積算業務（以下「積算業務」という。）

について、技術的能力及び公正性を確保し、円滑な履行に資するための取扱いに関し、

必要な事項を定める。但し、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 2

条第 2 項に定める公益財団法人」の積算業務を除く。 

 

（発注方法） 

第２条 積算業務の発注は、指名競争入札によって行うことを原則とする。但し、特別

な理由がある場合には、随意契約によることができる。 

２ 積算業務の発注に関して指名競争入札に付そうとする場合には、8 者以上を指名す

る。 

 

（指名業者等の資格） 

第３条 積算業務の発注のために行う指名競争入札に参加させようとする者及び随意契

約の相手方としようとする者に必要な資格は、次のとおりとする。 

(1) 青森県建設関連業務の競争入札に参加する者の資格等に関する規則（昭和 58 年 

2 月青森県規則第 6 号）第 7 条に規定する有資格建設関連業者名簿の「土木関係 

建設コンサルタント業務」に登載されていること。 

 (2) 県内に本店を有していること。 

 (3) 建設コンサルタント登録規程（昭和 52 年 4 月 15 日建設省告示第 717 号）第 2 

条第 1 項の規定による建設コンサルタント登録簿に登録されていること。 

 (4) 第 5 条第 1 項に規定する従事認定者が 2 名以上所属しており、第 6 条（1）管理

技術者に定める資格を満たす者と第 6 条（2）照査技術者に定める資格を満たす者

が、それぞれ 1 名以上所属していること。 

 

 （技術調査） 

第４条 整備企画課長は、前条第 1 号から第 3 号までの全てに適合する者に所属する者

であって、次条第 1 項に規定する従事認定者になろうとするものの技術的能力を確認

するため、技術調査を実施する。 

２ 整備企画課長は、前項に規定する技術調査を実施する場合は、別に定める「積算業

務民間委託に係る技術調査実施要項」により行う。 

 

（積算業務従事認定者名簿） 

第５条 整備企画課長は、前条第 1 項に規定する技術調査に、５年間のうちに２回連続

して合格した者（以下「従事認定者」という。）の番号（「積算業務従事認定者番号」

という。）、氏名、所属、合格履歴を積算業務従事認定者名簿に登載する。 

２ 従事認定者が所属又は氏名を変更したときは、社会保険証の写しを添付した変更届

（別紙の様式）を、従事認定者が所属する企業から整備企画課長へ速やかに電子メー
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ルで届け出ることとする。また、整備企画課長は毎月の１日（休日の場合は翌営業日）

に第３条を満たす企業に従事認定者の在籍状況を電子メールにより確認するものと

する。 

 

（技術者等の資格） 

第６条 業務を履行する管理技術者及び照査技術者並びに担当技術者に必要な資格は、 

次のとおりとする。 

(1) 管理技術者 

青森県県土整備部制定「設計業務等共通仕様書（以下「設計業務等共通仕様

書」という。）」第 1107 条第 3 項に規定する資格を有すること。 

または、次の（2）照査技術者の要件を満たすこと。 

 (2) 照査技術者 

前条第 1 項に規定する従事認定者であり、かつ、国及び県等における土木技術 

行政経験又は土木関係建設コンサルタントにおける実務経験を合わせて 10 年以 

上有すること。なお、照査技術者は、管理技術者又は担当技術者を兼ねることが 

できない。 

 (3) 担当技術者 

   前条第 1 項に規定する従事認定者であること。 

 

 （積算基準） 

第７条 積算業務に係る業務委託費の積算は、別に定める「青森県県土整備部土木工事

積算業務委託標準積算基準書」による。但し、この基準によることが適当でない場合

は、別途見積等により算定することができる。 

 

 （特記仕様書） 

第８条 積算業務の特記仕様書は、別に定める「青森県県土整備部土木工事積算業務委

託特記仕様書」により作成する。 

 

（契約） 

第９条 積算業務の契約は、「建設関連業務委託契約書」による。 

 

（守秘義務） 

第１０条 受注者は、青森県土木積算システム及び当該システム操作マニュアル、その

他調査職員が指定する物品又は資料等を外部に持ち出してはならないほか、業務上知

り得た情報を第三者に漏えいしてはならない。 

 

 （情報セキュリティ） 

第１１条 受注者は、青森県土木積算システムの使用に当たっては、青森県が開示する

情報セキュリティポリシーを遵守すること。 
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 （実績情報システム（テクリス）への登録） 

第１２条 積算業務は、一般財団法人日本建設情報総合センターが運営する実績情報シ

ステム（テクリス）への登録申請の対象外とする。 

 

 （成績評定） 

第１３条 積算業務は、成績評定の対象外とする。 

 

 （適用） 

第１４条 積算業務の施行に当たっては、この要領及び「積算業務委託特記仕様書」に

よるほか、「設計業務等共通仕様書」に基づき実施する。なお、この要領及び「積算業

務委託特記仕様書」は、「設計業務等共通仕様書」に優先する。 

 

（その他） 

第１５条 この要領に定めのない事項については、別途定めるものとする。 

 

 

 

附則  

この要領は平成２６年４月１日から施行する。 

附則 

 令和２年１０月１５日、一部条文の削除及び変更、施行。 

   附則 

この要領は令和４年５月２６日から施工する。 

 

 


